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Ⅰ　本報告の位置 ―初期（第一次大戦前の）ピグーをめぐる諸問題―
　①「慈善問題の諸側面」（Pigou 1901a）。
　② フェロー論文「過去50年のイギリス農産物の相対価値変化の因果」（1901b）。
　③『富と厚生』（1912）序文冒頭の言葉
Several years ago I began to study the causes of unemployment.
　　→「非自発的遊休の問題」（1910）を指すと思われる。
　　→ 厚生経済学の形成過程とは、すなわち、ピグー雇用理論の形成過程。
Ⅱ　「慈善問題の諸側面」（1901a） ―厚生経済学の１つの始発点として―
　　社会科学分野で公刊されたピグーの初論文（当時23～24才） ／ テーマは、素人的博愛とは峻別された専門的「慈善charity」の確立。ここで「慈善」と呼ばれた活動は、今日の「ソーシャル・ワーク」
とかなり共通する。
① C.ブースの貧困調査　　論文の初めのところで紹介される。
「氏は、ロンドンの人口の30％が、『貧困poor』または『赤貧very poor』にあると推定した。『貧困』者とは、週18～21シリングといった、普通規模［夫婦と子ども３人］の家庭にとってぎりぎりの所得とはいえ、ほぼ規則的な所得がある人であり、『赤貧』者とは…この標準をかなり下回る人である」（pp.236-7）。
→ この調査結果は多くの知識人を驚かせた。ピグーも例外でなかったろう。
② 慈善の目的　　慈善のあり方（原則）を論じるには、まずその目的を定めねばならない。ピグーは、シジウィックらの功利主義哲学とグリーンらの理想主義哲学の対立を避けた；
・「…慈善の実践活動に従事する者にとって、この2つの見解のどちらかを選ぶ必要はない。なぜなら彼の行動のあり方は、どちらを採ってもほぼ同じものでなければならぬから」。
・「…人格を害することなく、しかも可能であると分かればその過程で人格を高めるという希望さえも抱きつつ、貧窮を和らげること…」（pp.239-40）。
→ だから単なる施しは慈善でない。慈善と「一般的博愛」は峻別され、前者の専門性が重視されつつ、後者 ―「多くのアマチュア博愛家の実践」すなわち「愚かな慈愛」「方向を誤った親切」― が厳しく批判される。
　③ 慈善の基本原則

物的援助（金銭含む）では、さらに慎重な調査が求められ、人格の堕落を伴う慢性的貧困と、病気や失業による一時的貧困を区別せねばならず、解決が難しいのは後者である。
　④ 慢性的貧困　　　主に「最下層貧民」と「老齢貧民」からなる（後者については老齢年金との関連で後述するのんんsなては人］の家庭にとってはできる」という考えはある」（______________________________________________________________________________________）。
(1) C.ブースによれば、最下層貧民はロンドンの人口の7.5％。
(2) この問題の難しさは、その多くが障害 ―「体力・知力・精神力のいずれか、またはこの３つすべての欠如」― をもつ点にあり、この原因は「環境」と「遺伝」に大別された。
環境面　「救世軍Salvation Army」
を評価。
遺伝面　優生学的方策 ＝「個人の自由への著しい介入」を懸念。
⑤ 一時的貧困　　アマチュア博愛家は無差別な物的援助により、「自立した人に、自立を保つのに欠かせない努力を諦めるように、考えられるうちで最も強い誘因を与える」。こうした「慈善の名によってなされる奇妙で残酷な活動」は、一時的貧困を慢性的貧困に変えてしまう。
　
例　スピーナムランド体制（1795-1834年）：　当時の「愚かで感傷的な人々」ないし「金持ちの無思慮な市民」による無差別な物的援助。「この種の一般的方法で貧窮を救おうとする個人ないし団体にこそ…貧窮の大部分の存在そのものの、十のうち九まで責任がある」。
→ 慈善の発達と保険の発達により、一時的貧困の大部分は救済可能。
ここでの慈善の役割：　(1) 保険加入を促す相談援助、(2) 低所得などの理由で加入できないケースにたいする物的援助（援助方法は貧困理由ごとに異なる）。
Ⅲ　慈善と救貧法の関係
●「救貧法による救済がもたらす若干の経済側面および結果に関するメモランダム」（1907a, 以下「救貧法メモランダム」と略す）：　王立救貧法委員会に提出された提言書。
① 連携と役割分担　　「…国家、自発的団体、私的個人の活動範囲は緊密に結合しているので、そのどれか１つが何をするべきかを述べるには、他の２つが何をしているかを正しく知ることが不可欠」。「さまざまな救済団体が完全に連携すればするほど、その活動が効率化するのは明白」（1901a: 258-9）。
当時イギリスの大都市では、地域福祉を担う２大主体として、「地域慈善組織委員会」と「救貧（法）委員会」が共に活動していた。だが多くの地方都市では前者が存在しなかった。この地域間の違いもふまえ、ピグーは大都市での院外救済における慈善活動の一層の拡大に期待。
それは「どちらか一方にすべてを委ねられるような問題でない」。救貧法は１つのテスト（資力調査）で済むような単純なケースを扱うのに適する。だが「院外救済の運営や、救済資格をもつ老齢者の世話など、慎重な見極めを要する仕事」には適さない。「地方では…慈善はおそらくよく組織されておらず、強制的地方税［救貧税］以外は必要資金もほとんど集められないので、救貧委員会に大きな裁量を与えるべきだという主張にはかなりの説得力がある。しかし大都市では…［慈善はよく組織されており］…もしこれらの団体が完全に組織され、かつ十分な資金を受けるならば、救貧委員による院外救済の運営は廃止するのが有益だろう」（1901a: 259）。
　② 救貧法改革は専門的慈善を確立するための前提
「もし公衆が救貧法に疑いをもち、それを不当に厳しいものだと信じていれば、彼ら［博愛家］はよく調べもせずに、もっともらしい苦労話を訴えつつ自分のところにやって来るすべての者を、救貧法から救い出そうと尽力するだろう」。例えば、仕事を探して町をうろうろした真面目な人が浮浪者収容所で厳しく扱われると、それに同情した人々は、１人の真面目な貧民を救うために99人のその他の貧民も救うような施しをする。だから誤った慈善が発生する。
現行法ではこの２種類の貧民は区別されない（＝今日の誤った慈善の存在理由）。だから「もし救貧法が世論と一致するならば、大きな害悪をもたらす私的慈善側の活動を緩和できる」。
Ⅳ　救貧法改革論
　① 用語の定義と救貧法の範囲
・貧窮destitution ＝「現に生じている、またはすぐに生じるだろう肉体的ニーズを満たすのに十分な物的資源を、当面、彼がもたないこと」。
・「肉体的ニーズphysical needs」＝ 生存・健康・自立生活に必要な身体能力を損ねる諸要因を緩和ないし除去するために満たされねばならぬニーズ。「もっと簡単に言えば、貧窮者とは、その時代の基準standardに見合った、少なくとも生存上の、または健康上の必需品の幾つかを欠く人」であり、「これらの人を救済するのが救貧法の担当者の義務であり、それ以外の人を彼らが救済するのは違法である。現行制度でやっているのは、これだけである」（1907a: 981）。
② 労働可能者のミニマム　　救貧法改革の１つの基本問題はそのミニマム水準の設定 ／ ピグーの意見は以下の通り；
(1) 労働可能者とそうでない者に、それぞれ異なるミニマムを設ける。
(2) 労働可能者については劣等処遇原則を維持しつつ、経済成長に見合ったミニマムの引上げを提言。「…その原則自体の重要性は当時以来減少した。経済進歩はより熟練した高報酬の職業の人口比率を高め、非熟練労働者は当時より比較的減っている。それゆえこれらの［非熟練］労働者が享受していた状態より高いミニマムを保証しても、それによる国民分配分への悪影響の度合いは、今では70年前ほど大きくない。しかしながら…労働可能者についてはその原則は今でもかなり重要であり、犯されるべきではない」（1907a: 992）。
　→ ミニマムの最適水準は、「貧者への限界的移転の結果として生じる直接の善が、結果として生じる［国民］分配分の減少によってもたらされる間接の悪とちょうど釣りあう水準」。だから上述のように経済成長によってその最適水準は上昇するので、これに従って現実のミニマムを引き上げることが「公的義務」になる（1912: 395-8）。
(3) 「1834年の［劣等処遇］原則は労働可能者以外の範疇にも無条件に拡張できる」という考えはむろん否定 ／ 例　高齢者、障害者。
(4) 『厚生経済学』初版（1920年）には、彼のミニマム論に大きな展開 ―インターナショナル・ミニマム論― が見られる。
　
　③ 民間保険の重視　　ピグーは政府による老齢年金制度に疑いを懐いていた。「国庫負担を伴う老齢年金という有名な計画も含めて、それ［老齢貧窮］に対処するための多くの計画が唱えられてきたが…私自身の意見では、中央集権的に組織されたどんな一般計画も費用がかかるうえに危険であり、その問題にたいする最善の方法は、個々のケースの実態およびニーズを地元で慎重に調査することによる」（1901a: 247）。
→ むしろ友愛組合などが主体となり保険を「より魅力的」にすることを主張。
工夫例　(1) 老齢・疾病・生命などの各保険を結合する。
(2) 金額を調整したうえで、被保険者が望めばいつでも年金支給を始める（1907a: 993）。
→ 1908年の「老齢年金法」制定に関して、『タイムズ』紙上で見解を２つ表明。
・年金と賃金基金説の関係（1907b）。
・いわゆる在職老齢年金の減額調整の仕組み（1908a）。
Ⅴ　まとめ
① 社会科学分野での彼の初めての公刊論文「慈善問題の諸側面」が示すように、社会科学者ピグーの１つの出発点が専門的慈善（ソーシャル・ワーク）の確立という狭義の社会福祉論に見いだされることは、興味深い。
② その問題意識はブースの貧困調査に触発されたものと考えられ、またここで認識された「貧困」こそが、経済学者ピグーの最大の原点である。
③ 教授就任講演において彼は、学生たちに、ロンドンのイースト・エンドを自分の足でまず歩くことを勧めた。「もし人が、エッジワース教授の『数理心理学』ないしフィッシャー博士の『通貨の増価と利子』への関心から［つまり純粋理論への関心から］経済学にやってきたなら、それは喜ばしいことだ。それは仮にある人が実業を志し、自分の将来の職業について何らかの広い知見をえようと願い、経済学にやってくるのが喜ばしいのと同じである。だが彼がロンドンのスラムを歩き、彼の同胞を何がしか助けようと心を動かされて経済学にやってくるならば、私はもっと嬉しい。驚きは哲学の始まりである、とカーライルはいう、だが社会的熱情は経済学の始まりである…」（1908b: 12-3, 訳116）。
④ 貧窮問題に関する初期ピグーの主な主張は以下の通り；
(1) 信頼関係および原因調査を基本原則とする、「慈善」の確立が必要。
(2) そのためにも、救貧法改革が必要。
(3) 救貧法の院外救済を縮小ないし廃止し、（一定の条件つきで）それを慈善に委ねる。
(4) 労働可能者については従来通りの劣等処遇原則を守りつつ、ミニマムを引上げるべき（公的義務）である。
(5) 国家による公的保険より、友愛組合などによる民間保険の発達に期待。
(6) 慈善の発達と保険の発達によって、一時的貧困の大部分は解決できる。
以上のことから；
(7) 初期ピグーは自助努力を基本とする自由主義的福祉観をもっていた。
(8) 彼がめざしたもの ＝ 民間部門（慈善と保険）と公的部門（救貧法）をミックスした、多元的福祉社会 ／ 財政政策によるマクロの所得再分配を支える、民間の活動。
　⑤ その後の慈善論
・「貨幣の私的使用」（Pigou 1922e）
・『厚生経済学』第４版（1932年）の第４編（分配論編）
第８章「相対的富者から相対的貧者への直接移転」
→ 中央政府による老齢年金、教育、失業保険、健康保険、住宅。
　 地方政府による救貧法、教育。
第９章「移転に関する相対的富者側の期待が国民分配分に及ぼす影響」
→ 自発的移転と強制的移転
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「ソーシャル・ワーカー」にとって、対等な「友愛」および「共感」関係のもたらす個人的信頼関係を土台にした、原因調査と相談援助（助言など）は、最も基本的な活動原則（p.240, pp.256-7）。








�　ソーシャル・ワーク論は、Richmond（1922）によって初めて体系化されたというのが定説。


�　1878年、メソジスト系牧師ウィリアム・ブースが設立。救済対象として、最底辺の、救済に値せぬ堕落者とも見られていた怠け者、売春婦、犯罪者などを特に重視。
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